
中小企業の生産性向上等に係る支援策

業務改善助成金 問合せ先：業務改善助成金コールセンター（☎0120-366-440）

中小企業・小規模事業者等が事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上
げ、設備投資等を行った場合に、その投資費用の一部を助成する制度。
＊この制度は令和４年９月、12月に拡充・改定され、より活用の幅が広がりました。

拡充・改定のポイント

1.特例対象事業者の追加：原材料高騰等の要因により利益が減少した事業者に特例が適用

2.特例対象事業者の要件緩和：売上高等が減少している事業者の要件緩和
3.助成上限額の引き上げ：事業場規模30人未満の事業者について、助成上限額を引き上げ
4.助成対象経費の拡大：特例事業者の助成対象経費を拡充
5.対象事業場の拡大：助成対象を事業場規模100人以下とする要件を廃止
6.申請期限の延長：申請期限を令和５年３月31日まで延長

働き方改革推進支援事業 問合せ先：東京働き方改革推進支援センター（☎0120-232-865）

働き方改革推進支援センターにおいて、労務管理等の専門家による窓口相談、企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法など

に関するセミナー等を実施。

キャリアアップ助成金 問合せ先：東京労働局 ハローワーク助成金事務センター 助成金第2係（☎03-5332-6923）

非正規雇用労働者の正社員化、処遇改善を実施した事業主に対し助成。

人材開発支援助成金等による支援 問合せ先：東京労働局 ハローワーク助成金事務センター 助成金第3係（☎03-5332-6925）

人材開発支援助成金により、事業主等が雇用する労働者に対して職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職
業訓練等を計画に沿って実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成。

人材確保等支援助成金により、生産性向上のための能力評価を含む人事評価制度等の整備を通じて、雇用管理改善に取り組み、
生産性向上・賃金アップ等を図った事業主に対して助成。(※一部について新規の計画受付休止中)

厚生労働省関連施策

※ 最低賃金額の改正に伴い、労使双方から、中小企業・小規模事業者等に対する支援策の一層の利用及び活用を促進することが強く求められており、
東京労働局では、中小企業・小規模事業者等に対する支援策として、生産性の向上等に係る各種支援策についてご紹介を行っております。
※ なお、ご紹介する各種支援策は、制度改正がなされる場合や申請期限が到来するもの等がありますので、申請を検討される場合には、必ず問合せ
先に確認いたききますようお願いいたします。
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よろず支援拠点事業 問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 経営支援課（☎048-600-0322）
各都道府県に設置したよろず支援拠点に在籍する多様な分野に精通したコーディネーターが、中小企業・小規模事業者等が抱えるあらゆる経営課題の相談に無料で対応する。併せて、
課題設定型の伴走支援を実施。

中小企業等事業再構築促進事業 問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 中小企業課（☎048-600-0321）
中小企業等が新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援。

ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業 問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 地域経済部 産業技術革新課（☎048-600-0236）
複数の中小企業等が連携し、連携体として新たな付加価値創造や生産性向上、新分野、業態展開、革新的な製品・サービス開発等を行う取組を最大２年間支援。

地方公共団体による小規模事業者支援推進事業 問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 経営支援課（☎048-600-0428）
小規模事業者の販路開拓や生産性向上の取組等を都道府県が支援する際、国がその実行に係る都道府県経費の一部を支援。

共創型サービス・IT連携支援事業 問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 流通・サービス産業課（☎048-600-0345）
既存の複数のITツールを連携・組み合わせたシステムを中小サービス業等が導入する際にかかる費用を支援。またその際、ITベンダーと中小サービス業等が共同でITツールの機能改善を進め、当
該ツールの汎用化による業種内・他地域への普及を目指す取組を支援。

中小企業生産性革命推進事業
(独)中小企業基盤整備機構が中小企業の生産性向上を継続的に支援。さらに、社会経済の変化に対応したビジネスモデルへの転換に向けた中小企業等の取組も支援。

① ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 地域経済部 産業技術革新課（☎048-600-0236）
（補助額：100万～3,000万円、補助率：中小1/2 小規模2/3）
… 革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセス等の改善に必要な設備投資等を支援

② 小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 経営支援課（☎048-600-0428）
（補助額：～200万円、補助率：2/3等）
…小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓の取組等を支援

③ サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 地域経済部 デジタル経済課（☎048-600-0284）
（補助額：5万～450万円、補助率：1/2~3/4）

…バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上に資するITツール導入を支援

④ 事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）問合せ先：経済産業省 関東経済産業局 産業部 中小企業金融課（☎048-600-0425）
（補助額：150万～600万円、補助率：1/2~2/3）
…事業承継・引継ぎ後の設備投資等の新たな取組や事業引継ぎ時の専門家活用費用、事業承継・引継ぎに関連する廃業費用等を支援

経済産業省関連施策
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